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令和５年度 蟹江町地域防災計画の修正要旨 
 

 

Ⅰ 地域防災計画の修正の根拠 

蟹江町地域防災計画は、災害予防、災害応急対策及び災害復旧等に関する事項別

の計画について定めた総合的な計画であり、毎年検討を加え、必要があると認める

ときは、修正しなければならないとされている（災害対策基本法第４２条）。 

また、蟹江町地域防災計画の作成、修正は蟹江町防災会議の所掌事務とされてい

る（災害対策基本法第１６条）。 

 

Ⅱ 本年度の主な修正事項 

１.ゼロメートル地帯における広域防災活動拠点について ................... P 2 

２.水防法等の改正を踏まえた修正について ............................... P 2 

３.水道の耐震化計画について ........................................... P 2 

４.要配慮者支援対策について ........................................... P 2 

５.除却費補助事業について ............................................. P 3 

６.緊急地震速報及び地震動特別警報の発表基準について ................... P 3 

７.回線の整備について ................................................. P 3 

８.鉄道災害対策における連携体制について ............................... P 3 

９.愛知県地域防災計画に整合させる表記の整理について ................... P 3 

10.蟹江町独自の修正について ........................................... P 4 
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１．ゼロメートル地帯における広域防災活動拠点について 

ゼロメートル地帯における広域防災活動拠点の整備 

   防災活動拠点の区分と要件等にゼロメートル地帯の広域防災活動拠点についての記載を

追加する。 

＜修正箇所・新旧対照表＞ 

 ■風水害等編  第３編 第４章 第５節 防災活動拠点の確保等  

第３項 防災活動拠点の区分と要件等  本文ｐ１３４ 新旧対照表 p１０ 

■地震・津波編 第３編 第４章 第５節 防災活動拠点の確保等 第２項  

表１ 防災活動拠点の区分と要件等  本文ｐ１４４ 新旧対照表 p７ 

 

２．水防法等の改正を踏まえた修正について 

（１）洪水浸水想定区域の指定 

気象業務法及び水防法の一部を改正する法律（令和５年５月３１日法律第３７号）に伴    

い、洪水浸水想定河川の拡大について記載を追加する。 

＜修正箇所・新旧対照表＞ 

 ■風水害等編  第２編 第２章 第３節 浸水想定区域における対策 

第１項 洪水浸水想定区域の指定  本文ｐ２９ 新旧対照表 p４ 

（２）指定対象排水施設の拡大 

気象業務法及び水防法の一部を改正する法律（令和５年５月３１日法律第３７号）に伴

い、雨水出水浸水想定区域の指定の拡大について記載を追加する。 

＜修正箇所・新旧対照表＞ 

 ■風水害等編  第２編 第２章 第３節 浸水想定区域における対策 

第２項 雨水出水浸水想定区域の指定  本文ｐ２９ 新旧対照表 p４ 

 

３．水道の耐震化計画について 

    水道水源開発等施設整備費補助「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」に

基づく非常用自家発電設備等の整備事業に基づく修正を追加する。 

＜修正箇所・新旧対照表＞ 

 ■風水害等編  第２編 第４章 第２節 ライフライン関係施設対策 

第４項 上水道  本文ｐ４２ 新旧対照表 p５ 

■地震・津波編 第２編 第２章 第３節 ライフライン関係施設等の整備 

第４項 上水道  本文ｐ４７ 新旧対照表 p３ 

 
４．要配慮者支援対策について 

  避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針に基づく修正 

高齢者や障碍者のうち、災害時に自ら避難することが困難であり、その円滑かつ迅速な避     

難の確保を図るために特に支援を要する者の範囲について、要件を設定する。 

 

＜修正箇所・新旧対照表＞ 

 ■風水害等編  第２編 第８章 第２節 要配慮者支援対策 第 1項 

 町、県及び社会福祉施設等管理者における措置 本文ｐ６５ 新旧対照表 p６ 
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■地震・津波編 第２編 第８章 第３節 要配慮者支援対策 第１項 

町、県及び社会福祉施設等管理者における措置 本文ｐ７０ 新旧対照表 p４ 

 

５．除却費補助事業について 

  住宅・建築物の耐震推進化の取組の一つ、除却費補助事業の追記等について記載を追加す

る。 

＜修正箇所・新旧対照表＞ 

 ■地震・津波編 第２編 第２章 第１節 建築物の耐震推進 第４項 

一般建築物の耐震性の向上促進及び減災の推進 本文ｐ３６ 新旧対照表 p２ 

 

６．緊急地震速報及び地震動特別警報の発表基準について 

  緊急地震速報及び地震動特別警報の発表基準に長周期地震動階級が追加されたことに伴う

修正ついて記載を追加する。 

＜修正箇所・新旧対照表＞ 

 ■地震・津波編 第３編 第２章 第１節 津波警報等の伝達 第１項 

気象庁及び名古屋地方気象台における措置 本文ｐ１１７ 新旧対照表 p５～６ 

 

７．回線の整備について 

  回線の整備状況に合わせた修正ついて記載を追加する。 

＜修正箇所・新旧対照表＞ 

 ■風水害等編  第３編 第３章 第２節 通信手段の確保 第１項 

町、県及び防災関係機関における措置 本文ｐ１１８ 新旧対照表 p９ 

 ■地震・津波編 第３編 第３章 第２節 通信手段の確保 第１項 

         町、県及び防災関係機関における措置 本文ｐ１２７ 新旧対照表 p６ 

 

８．鉄道災害対策における連携体制について 

  実際の連携体制との整合を図るための修正ついて記載を追加する。 

＜修正箇所・新旧対照表＞ 

 ■風水害等編  第３編 第１５章 第１節 鉄道災害対策 第２項 情報の伝達系統 

 本文ｐ１９１ 新旧対照表 p１５ 

 

９．愛知県地域防災計画に整合させる表記の整理について 

  蟹江町地域防災計画の表記について、愛知県地域防災計画に順じた表記となるように整

理・修正する。 

＜修正箇所・新旧対照表＞ 

 ■風水害等編  ・第２編 第２章 ■主な機関の措置 本文ｐ２６ 新旧対照表 ｐ２ 

 ・第２編 第２章 第１節 河川防災対策 第２項 町における措置 

本文ｐ２７ 新旧対照表ｐ２ 

         ・第２編 第３章 第４節 第１項 高圧ガス施設における措置 

本文ｐ３６ 新旧対照表ｐ４ 
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         ・第２編 第３章 第５節 第１項 町（消防本部）における措置 

          本文ｐ３６ 新旧対照表ｐ５ 

         ・第３編 第１３章 ■主な機関の措置 第３節 上水道施設対策 主な措置 

本文ｐ１７８ 新旧対照表ｐ１２ 

         ・第３編 第１３章 第３節 上水道施設対策 第１項  

水道事業者（町及び県）における措置 

本文ｐ１８２ 新旧対照表ｐ１２ 

 ■地震・津波編 ・第３編 第１１章 第１節 第３項 応援体制 

本文ｐ１８３～１８４ 新旧対照表ｐ９ 

・第３編 第１４章 第３節 上水道施設対策 

本文ｐ１９８ 新旧対照表ｐ１１ 

          

 

10．蟹江町独自の修正について 

（１）蟹江町国土強靭化地域計画等との整合ため記載を修正する。 

＜修正箇所・新旧対照表＞ 

 ■風水害等編  第１編 第１章 第２節 計画の性格  

第２項 蟹江町国土強靭化地域計画との関係 

第３項 他の計画との関係 

本文ｐ１ 新旧対照表 p１ 

■地震・津波編 第１編 第１章 第２節 計画の性格  

第４項 蟹江町国土強靭化地域計画との関係 

第５項 他の計画との関係 

本文ｐ２ 新旧対照表 p１ 

 

 

（２）現状に沿ったアマチュア無線クラブとの連携体制とするため記載を修正する。 

＜修正箇所・新旧対照表＞ 

 ■風水害等編  第３編 第３章 第２節 通信手段の確保 

 本文ｐ１１８～１２０ 新旧対照表 p９ 

■地震・津波編 第３編 第３章 第２節 通信手段の確保 

 本文ｐ１２６～１２９ 新旧対照表  p６～７ 

 

 

（３）応急給水、支援体制等の記述内容の適正化のため記載を修正する。 

＜修正箇所・新旧対照表＞ 

 ■風水害等編  第３編 第１０章 第１節 給水 

 本文ｐ１６５～１６７ 新旧対照表 p１０～１２ 

■地震・津波編 第３編 第１１章 第１節 給水 

 本文ｐ１８２～１８４ 新旧対照表 p８～９ 

 

 


